
 

 

 労働者派遣法は，派遣先の講ずべき措置について，次のとおり定めています。 

① 派遣労働者の国籍・信条・性別・社会的身分，正当な労働組合活動を理由とす

る派遣契約解除の禁止 

② 派遣先都合による派遣契約解除にあたっては，当該労働者派遣に係る派遣労働

者の新たな就業の機会の確保，派遣元が派遣労働者に支払う休業手当等の費用を確

保するための費用負担，その他当該派遣労働者の雇用の安定を図るために必要な措

置 

③ 労働者派遣契約の定めに反することのないような適切な措置 

④ 適正な派遣就業の確保等のため，派遣労働者から派遣就業に関する苦情の申出

を受け付けた場合に，苦情の内容を派遣元に通知し，密接な連携の下，誠意をもっ

て遅滞なく，適切かつ迅速に苦情処理を図る義務 

⑤ 派遣先による均衡待遇の確保 

⑥ 派遣先事業所単位の派遣期間制限の適切な運用 

⑦ 派遣労働者個人単位の派遣期間制限の適切な運用 

⑧ 派遣労働者の雇用努力義務 

⑨ 派遣先での常用労働者 

⑩ 派遣先を離職後１年経過しない労働者についての労働者派遣受入れの禁止 

⑪ 派遣先責任者の選任 

⑫ 派遣先管理台帳の作成，記載，３年間の保存 
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Ｑ844．労働者派遣法は，派遣先の講ずべき措置についてどのように定

めていますか？ 


